
平成 15年 3月期 中間決算短信(連結)  平成 14年 11月 21日

上   場   会   社   名       東海リース株式会社 上場取引所  東 大

コード番号       9761 本社所在都道府県

大阪府

代 表 者

問合せ先責任者 TEL (06) 6352 - 0001

中間決算取締役会開催日　　平成 14年 11月 21日

米国会計基準採用の有無 無

１. 14年 9月中間期の連結業績（平成 14年 4月 1日 ～ 平成 14年 9月 30日）
(1)連結経営成績

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 9月中間期 6,445 △ 10.1 183 - 149 -
13年 9月中間期 7,170 11.2 △ 247 - △ 321 -
14年 3月期 14,081 △ 609 △ 736

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

14年 9月中間期 73 - 3.01 -
13年 9月中間期 △ 531 - △ 21.75 -
14年 3月期 △ 1,197 △ 48.99 -
(注)①持分法投資損益    14年 9月中間期       -        百万円   13年 9月中間期       -        百万円   14年 3月期       -        百万円

     ③会計処理の方法の変更　　 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年 9月中間期 28,672 15,624 54.5 639.56
13年 9月中間期 32,878 16,242 49.4 664.56
14年 3月期 30,990 15,652 50.5 640.58

(3)連結キャッシュ･フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

14年 9月中間期 613 △ 305 △ 869 1,316
13年 9月中間期 621 △ 1,491 152 3,131
14年 3月期 856 △ 2,499 △ 397 1,892

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  4　社   持分法適用非連結子会社数　   -  　社   持分法適用関連会社数　   -  　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）   -  　社  （除外）   -  　社   持分法（新規）   -  　社  （除外）　   -  　社

２. 15年 3月期の連結業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
　

百万円 百万円 百万円

通　　期 12,900 290 170
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）               6円   96銭

     ②期中平均株式数（連結）　14年 9月中間期    24,433,465 株　　　13年 9月中間期    24,441,317 株　　　14年 3月期    24,439,464 株

(URL  http://www.tokai-lease.co.jp/)

売    上    高 営　業　利　益 経　常　利　益
(記載金額は単位未満を切り捨てて表示しております。）

役職名　  代表取締役社長

役職名  　取締役総務部長

氏名　 　塚本　幸司

氏名　 　西　彰一

中間(当期）純利益 １ 株 当 た り 中 間 潜在株式調整後１株当

たり中間(当期）純利益 ( 当 期 ） 純 利 益

総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率

(注)期末発行済株式数（連結）　14年 9月中間期    24,430,609 株　　　13年 9月中間期    24,441,590 株　　　14年 3月期    24,434,935 株

１株当たり株主資本

 　ざまなリスク要因や不確実な要素により、記載の予想と異なる可能性があります。

 　なお、上記の予測の前提条件その他の関連する事項については添付資料の4ページを参照してください。

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物

期　 末 　残 　高
営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

売   上   高 経　常　利　益 当　期　純　利　益

※上記の予想には、本資料発表日現在の将来に関する前提・見通し・計画に基づく予測が含まれており、実際の業績は、さま
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 (東海リース株式会社) 
添付資料 

１．企 業 集 団 の 概 況 

当社の企業集団は当社及び子会社８社(平成１４年９月３０日現在)で構成されており、当社グループが営ん
でいる主な事業内容は、仮設建物、ユニットハウス及びこれらに付随する什器備品類等のリース並びに販売と

いう単一の事業であり、各会社の当該事業部門等との関連は、次のとおりであります。 
 

仮設建物リース及び販売 主に連結子会社である東海ハウス㈱より製造された仮設建物部材を当社が仕入
 し、各ユーザーへリース並びに販売を行っております。 

なお、連結子会社である福州榕東活動房有限公司や北京榕東活動房有限公司か

らも、一部仕入を行っております。また、両社は中華人民共和国内において、
仮設建物のリース並びに販売を行っております。 

なお、非連結子会社である福州榕東非金属鉱産品有限公司より、建築用石材を
仕入し、各ユーザーへ販売を行っております。 

 
什器備品リース及び販売 仮設建物等に付随する什器備品類を連結子会社である日本キャビネット㈱が、

 当社へリース並びに販売しており、当社が、各ユーザーへリース並びに販売を
 行っております。 

 
ユニットハウスリース及 ユニットハウスや仮設建物に付随する衛生用移動建物（トイレ棟・フロ棟） 

び販売 のリース並びに販売は主に他業者から仕入を行い、各ユーザーへリース並びに
 販売を行っております。 

 
【事業系統図】 
 （国 内 ユ ー ザ ー） （海 外 ユ ー ザ ー） 

 
 

 

東 海 リ ー ス （ 株 ） 

 
 

 

東海ハウス（株） 日本キャビネット（株） 

 

 

 

 福州榕東活動房有限公司 

北京榕東活動房有限公司 

                                                                       

仮設建物部材・ 什器備品の 仮設建物部材の製造 
ユニットハウスの製造 リース及び販売 仮設建物のリース及び販売 

 
 

 

福州榕東非金属鉱産品有限公司 

 

非金属鉱産品の生産 
建築用石材の販売 

 仮設建物部材の製造 
 仮設建物のリース及び販売 

 

(注)  連結会社 

 

  非連結子会社 

 
 

 
 

 
 

 
 

西安榕東活動房有限公司 
州榕東活動房有限公司 

上海榕東活動房有限公司 
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(東海リース株式会社) 

 
２．経 営 方 針 
 

１）経営の基本方針 
 

当社グループは、オペレーティングリース会社として、お客さまに優秀な品質、優れた技術、行き届いたサ
ービス等による顧客満足を提供し、その結果として、安定した業績と適正な利益を確保することを経営の基本

としています。なお、当社グループが主業務とする仮設建物リースを中心とした事業活動を通じて、社会的貢
献を果たすことを目指しております。 

また、オペレーティングリース業として、最近の環境問題にも配慮し、廃材を抑え、繰り返しリース供給で
き、高い耐久性と、優れた居住性を持つ商品を開発し市場に提供することが、当社グループの社会的存在意義

ととらえております。 
 

 
２）利益配分に関する基本方針 

 
配当につきましては、株主様に対する利益還元を経営の最重要課題の一環として位置付けており、今後の収
益予想及び経営基盤等を勘案しながら、中長期的視点に立脚した安定配当の継続を基本方針としております。 

平成５年３月期（第２５期）以降、平成１１年３月期（第３１期）まで、１株につき年１５円（中間期７.
５円、期末期７.５円）の配当を上記の方針に基づき７期継続し、平成１２年３月期（第３２期）は１株当り

年１２．５円（中間期７．５円、期末期５円）、平成１３年３月期（第３３期）は１株当り年１０円（中間期
５円、期末期５円）の配当を実施してまいりました。 

しかしながら、ここ数年の業績不振と、今後の経営環境を勘案した結果、将来の事業展開に備え、内部留保
の充実を図るため、誠に遺憾ながら、前期に引き続き当期の中間配当につきましては見送ることとさせていた

だきました。 
 

 
３）経営管理組織の整備等に関する施策 

 
コーポレートガバナンスの一層の充実を図るため、本年７月より、常勤監査役による執行監査体制の強化に取り

組んでおります。また、社内規定の遵守徹底に向け、チェック体制の整備と従業員教育を行っております。 
 
 

４）対処すべき課題 
 

今後の経済の見通しにつきましては、株式市況の低迷や、金融不安への懸念が顕在化するなか、全般的に低
調な状況が続くものと予想されます。仮設建物リース業界も、設備投資の減退や所得環境が厳しい中にあって、

さらなる緊張を必要とする情勢が続くものと思われます。 
このような市場環境にあって、当社グループは、当期から実行しております事業戦略の推進と、計画の確実

な達成を第一に掲げ、リース用資産の新規取得を抑え、より一層の採算性重視の姿勢を貫き、さらなる生産性
の向上と商品の改善・改良を推し進め、当社グループを挙げて業績の回復に邁進してまいる所存でございます。 
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(東海リース株式会社) 

３．経 営 成 績 及 び 財 政 状 態  
 
１）経営成績 

 
①当中間期の業績について 

 
当中間連結会計期間におけるわが国経済は、米国経済の減速の影響もあり、デフレ状態が一段と進行するな

か、平均株価がバブル以降の最安値を更新するなど株式市場の低迷が一層の不安材料となり、個人消費の減退
と雇用環境の悪化等、先行き不安感の広がる状況で推移いたしました。仮設建物リース業界も大手ゼネコンの

企業再編が噂される等、建設業界の長引く不振や、企業収益の低迷による設備投資の減退により、依然として
明るさの見えない厳しい市場環境下におかれました。 

このような状況のもとで当社グループは、当期から大幅な事業戦略の見直しを行いました。 
営業活動におきましては、ここ数年来、積極的にリース商品のモデルチェンジに取り組んで来た結果、仮設

建物部材がそのカテゴリー以上の高い耐久性と優れた居住性を獲得できたことを背景に、外注費への依存を抑
えた、採算性重視の受注活動に努めました。 

また、これらの状況をふまえ、リース商品の一部について耐用年数の見直しを行い、収益と費用の適正化を
図る一方、仮設建物部材の新規取得を前中間期の半分以下に抑えるとともに、メンテナンス費用をはじめとす
る間接経費についても削減することができました。 

また、ユニットハウスや仮設建物に付随する精密機器等の付帯リース商品の全国直営化を推進し、外注費の
低減に努めました。 

以上の結果、当中間連結会計期間の売上高は６，４４５百万円(前年同期比１０．１％減)となったものの、
損益面につきましては、経常利益は１４９百万円（前年同期は３２１百万円の経常損失）となり、中間純利益

は７３百万円（前年同期は５３１百万円の中間純損失）となりました。 
 

 
②セグメント別の状況に関する分析 

 
当社の企業集団は仮設建物、ユニットハウス及びこれらに付随する什器備品類等のリース並びに販売という

単一の事業を営んでおります。 
また、オペレーティングリース会社として、商品の賃貸だけではなく製造、運送、工事、補修も含めたトー

タル的なサービスを提供しており、事業のセグメントは単一と判断しております。 
 
 

③通期の見通し  
 

通期の業績につきましては、厳しい経営環境下ではありますが、当期から取り組んでおります事業戦略を引
続き着実に推し進めることを目標としております。 

すなわち、リース用資産の新規取得を前期の半分以下に抑え、間接経費の削減を図る一方、ユニットハウス
や付帯リース商品の供給市場拡大による外注費の低減により損益面での改善に努めていく所存であります。 

なお、通期の連結業績は、売上高１２９億円、経常利益２億９千万円、当期純利益１億７千万円を予想して
おります。 

 
 

 
２）財 政 状 態 

（キャッシュ・フロー分析） 
当中間連結会計期間のキャッシュ・フローは、営業活動によるキャッシュ・フローが前中間連結会計期間より７
百万円減少し、６１３百万円の収入となりました。主な理由は税金等調整前中間純利益が５８８百万円増加しまし

たが、一方で仕入債務及び前受リース収益が６６３百万円減少したことによるものであります。 
投資活動によるキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間より支出が１，１８６百万円減少し、３０５百万円

の支出となりました。主な理由は、リース用資産の取得の減少によるものであります。 
財務活動によるキャッシュ・フローは、前中間連結会計期間より支出が１，０２１百万円増加し、８６９百万円

の支出となりました。主な理由は、長期借入れによる収入の減少によるものであります。 
以上の結果、当中間連結会計期間の現金及び現金同等物の中間期末残高は、前連結会計年度末より５７６百万円

減少し、１，３１６百万円となりました。 
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（東海リース株式会社） 

３．連  結  貸  借  対  照  表 
（単位：百万円） 

当中間連結会計期間末 

 
(平成14年9月30日現在) 

前中間連結会計期間末 

 
(平成 13 年 9 月 30 日現在) 

前連結会計年度 の 

要約連結貸借対照表 
(平成 14 年 3 月 31日現在) 

期 別  

 
 

科 目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

（資 産 の 部）    

Ⅰ 流 動 資 産  
％ 
 

％ 
 

％ 

 現金及び預金 

 
受取手形及び売掛金 

 
たな卸資産 

 
その他 

 
貸倒引当金 

 

 
※4 

 
 

２,００８ 

 
７,１１９ 

 
３５１ 

 
２４５ 

 
△１６ 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

４,２１８ 

 
８,３０９ 

 
２９７ 

 
２８４ 

 
△１４ 

 ２,８６１ 

 
７,９７４ 

 
４００ 

 
２３２ 

 
△２０ 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

流 動 資 産 合 計 ９,７０８ 33．9 １３，０９４ 39. 8 １１,４４８ 36．9 

Ⅱ 固 定 資 産       

1.有形固定資産 ※1,2       

 リース用資産 

 
建物及び構築物 
 

土地 
 

その他 

 ８,１１６ 

 
３,６４６ 

 

４,９６９ 
 

４６６ 

 ８,３６５ 

 
３,７３４ 

 

４,９６９ 
 

３５２ 

 ８,４４６ 

 
３,７７１ 

 

４,９６９ 
 

５１８ 

 

有形固定資産合計 １７,１９８ 60．0 １７,４２２ 53．0 １７,７０６ 57．1 

2.無形固定資産 ２３１ 0．8 ２０９ 0．7 ２６５ 0．9 

3.投資その他の資産 ※2 １,５２２ 5．3 ２,１３７ 6．5 １,５５０ 5．0 

固 定 資 産 合 計 １８,９５１ 66．1 １９,７６９ 60．2 １９,５２２ 63．0 

Ⅲ 繰 延 資 産 １２ 0．0 １４ 0．0 １９ 0．1 

資 産 合 計 ２８,６７２ 100．0 ３２,８７８ 100．0 ３０,９９０ 100．0 
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（東海リース株式会社） 

（単位：百万円） 

当中間連結会計期間末 
 

(平成 14 年 9 月 30日現在) 

前中間連結会計期間末 
 

(平成 13 年 9 月 30日現在) 

前連結会計年度 の 
要約連結貸借対照表 

(平成 14 年 3 月 31日現在) 

期 別 
 

 
科 目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

（負 債 の 部）    

Ⅰ 流 動 負 債  
％ 
 

％ 
 

％ 

 支払手形及び買掛金 
 

短期借入金 
 

前受リース収益 
 

賞与引当金 
 

その他 

 
 

※2 
 

 
 

１,７８５ 
 

１,８５９ 
 

２,１３３ 
 

９２ 
 

５５９ 

 
 

 
 

 
 

２,９８１ 
 

２,１４２ 
 

２,６２７ 
 

１１３ 
 

１,０９７ 

 
 

 
 

 
 

２,３９３ 
 

２,３６０ 
 

２,５６０ 
 

１１１ 
 

８８１ 

 
 

 
 

 
 

流 動 負 債 合 計 ６,４２９ 22．4 ８,９６３ 27．3 ８,３０６ 26．8 

Ⅱ 固 定 負 債       

 社債 

 
長期借入金 

 
退職給付引当金 
 

その他 

※2 

 
※2 

３,６００ 

 
２,２２２ 

 
１２８ 
 

３２ 

 ３,６００ 

 
３,３３４ 

 
６６ 
 

７５ 

 ３,６００ 

 
２,５８６ 

 
９４ 
 

８６ 

 

固 定 負 債 合 計 ５,９８３ 20．9 ７,０７６ 21．5 ６,３６８ 20．6 

負 債 合 計 １２,４１３ 43．3 １６,０３９ 48．8 １４,６７４ 47．4 

（少数株主持分）       

 少数株主持分 ６３４ 2．2 ５９５ 1．8 ６６３ 2．1 

（資 本 の 部）       

Ⅰ 資本金 ― ― ６,９２９ 21．1 ６,９２９ 22．3 

Ⅱ 資本準備金   ― ― ６,５６６ 20．0 ６,５６６ 21．2 

Ⅲ 連結剰余金 ― ― ２,９５４ 9．0 ２,２５２ 7．3 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   ― ― △１１３ △0．4 △３６ △0．1 

Ⅴ 為替換算調整勘定 ― ― △９４ △0．3 △５８ △0．2 

Ⅵ 自己株式   ― ― △０ △0. 0 △０ △0．0 

Ⅰ 資本金 ６,９２９ 24．1 ― ― ― ― 

Ⅱ 資本剰余金 ６,５６６ 22．9 ― ― ― ― 

Ⅲ 利益剰余金 ２,３２１ 8．1 ― ― ― ― 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 △３６ △0．1 ― ― ― ― 

Ⅴ 為替換算調整勘定 △１５４ △0．5 ― ― ― ― 

Ⅵ 自己株式 △１ △0．0 ― ― ― ― 

資 本 合 計 １５,６２４ 54．5 １６,２４２ 49．4 １５,６５２ 50．5 

負債､少数株主持分及び資本合計 ２８,６７２ 100．0 ３２,８７８ 100．0 ３０,９９０ 100．0 

       

  （注）記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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４．連  結  損  益  計  算  書 
（単位：百万円） 

当中間連結会計期間 

 
自 平成 14 年 4 月  1 日 

自 平成 14 年 9 月 30 日 

前中間連結会計期間 

 
自 平成 13 年 4 月  1 日 

至 平成 13 年 9 月 30 日 

前連結会計年度の 

要約連結損益計算書  
自 平成 13 年 4 月  1 日 

至 平成 14 年 3 月 31 日 

期 別 

 
 

科 目 
金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比 

   ％   ％   ％ 

Ⅰ 売上高  ６,４４５ 100.0 ７,１７０ 100.0  １４,０８１ 100.0 

Ⅱ 売上原価  ４,８９９ 76.0 ５,９４６ 82.9  １１,７７９ 83.6 

 売上総利益  １,５４６ 24.0 １,２２３ 17.1  ２,３０１ 16.4 

Ⅲ 
 
販売費及び 
一般管理費 

※1  １,３６３ 21.2 １,４７１ 20.5  ２,９１１ 20.7 

 営業利益又は営業損失(△)  １８３ 2.8 △２４７ △3.4  △６０９ △4.3 

Ⅳ 営業外収益         

 受取利息 ０   １   ２   

 受取配当金 １   ５   ３１   

 その他 ５５ ５７ 0.9 １５ ２３ 0.3 ３５ ７０ 0.5 

Ⅴ 営業外費用          

 支払利息 ８５   ８９   １７７   

 その他 ６ ９１ 1.4 ７ ９７ 1.4 １９ １９７ 1.4 

 経常利益又は経常損失(△)  １４９ 2.3  △３２１ △4.5  △７３６ △5.2 

Ⅵ 特別損失          

 固定資産除却損 ※2 ２１   ３７   ４５   

 投資有価証券評価損 ―   １１８   ３３３   

 その他 ２９ ５０ 0.8 １１ １６７ 2.3 １１ ３９０ 2.8 

 税金等調整前中間純利益 
 又は中間(当期)純損失(△) 

 ９８ 1.5  △４８９ △6.8  △１,１２７ △8.0 

 法人税、住民税及び事業税 ２２   ３６   ４７   

 法人税等調整額 １１ ３３ 0.5 △６ ２９ 0.4 △７ ４０ 0.3 

 少数株主利益  (加算) ８ 0.1 （減算）１３ 0.2  (減算) ２９ 0.2 

 中間純利益又は 
 中間(当期)純損失（△） 

 ７３ 1.1  △５３１ △7.4  △１,１９７ △8.5 

          

  （注）記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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５．連  結  剰  余 金  計  算  書 
（単位：百万円） 

当中間連結会計期間 

自 平成 14 年 4 月  1 日 
至 平成 14 年 9 月 30 日 

前中間連結会計期間 

自 平成 13 年 4 月  1 日 
至 平成 13 年 9 月 30 日 

前連結会計年度 

自 平成 13 年 4 月  1 日 
至 平成 14 年 3 月 31 日 

  期  別  

 
 

科   目 金   額 金   額 金   額 

Ⅰ 連結剰余金期首残高  ―  ３,６１１  ３,６１１ 

Ⅱ 連結剰余金減少高     
 

  
 

１ 連結子会社の増加による 

減少額 
―  ―  ２３  

２ 配   当   金 ―  １２２  １２２  

３ 役 員 賞 与          ―  ３  ３  

（うち監査役賞与） （―）  （―）  （―）  

４ そ の 他 の 減 少 高 ※1 ― ― △ ０ １２５  １３  １６１ 

Ⅲ 中間（当期）純損失  ―  ５３１   １,１９７ 

Ⅳ 連結剰余金中間期末（期末）残高  ―  ２,９５４  ２,２５２ 

        

（資本剰余金の部）       

Ⅰ 資本剰余金期首残高       

資本準備金期首残高  ６,５６６  ―  ― 

Ⅱ 資本剰余金増加高  ―  ―  ― 

Ⅲ 資本剰余金減少高  ―  ―  ― 

Ⅳ 資本剰余金中間期末残高  ６,５６６  ―  ― 

       

（利益剰余金の部）       

Ⅰ 利益剰余金期首残高  ２,２５２  ―  ― 

Ⅱ 利益剰余金増加高       

１ 中 間 純 利 益  ７３  ―  ― 

Ⅲ 利益剰余金減少高       

１ 役 員 賞 与 ４  ―  ―  

２ そ  の  他 ０ ４ ― ― ― ― 

Ⅳ 利益剰余金中間期末残高  ２,３２１  ―  ― 

       

(注)※1.その他の減少高は中華人民共和国所在の子会社における「従業員奨励及び福利基金等」への振替額及びその修正 
額であります。 
2.記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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６．連結キャッシュ・フロー計算書  （単位：百万円） 

  （注）記載金額は、百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
 

当中間連結会計期間 
自 平成14 年4 月  1 日 
至 平成14 年9 月 30 日 

前中間連結会計期間 
自 平成 13 年 4 月  1 日 
至 平成 13 年 9 月 30 日 

前連結会計年度 
自 平成13年4 月  1日 
至 平成14年3 月 31日 

期   別  
 
 

科      目 金    額 金    額 金    額 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       
 税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益 又 は 

税金当調整前中間（当期）純損失（△） 
減 価 償 却 費 

有 形 固 定 資 産 除 却 損 
貸 倒 引 当 金 の 増 （ 減 ) 額 

賞 与 引 当 金 の 増 （ 減 ） 額 
退 職 給 付 引 当 金 の 増 加 額 
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 

有 価 証 券 売 却 損 
支 払 利 息 

投 資 有 価 証 券 評 価 損 
リース用資産の中古販売による売上原価 

為 替 差 ( 損 ) 益 
売 上 債 権 の 減 少 額 

た な 卸 資 産 の 増 ( 減 ) 額 
そ の 他 資 産 の 増 ( 減 ) 額 

仕 入 債 務 の 減 少 額 
前 受 リ ー ス 収 益 の 増 （ 減 ） 額 

役 員 賞 与 の 支 払 額 
そ の 他 負 債 の 増 ( 減 ) 額 

  

９８ 
７５６ 

２１ 
△ ３ 

△ １８ 
３３ 
△ ２ 

― 
８５ 

― 
１２ 

２ 
８４８ 

３９ 
△ ３８ 

△ ６２１ 
△ ４２０ 

△ ６ 
△ ６０ 

  

△ ４８９ 
９５２ 

３７ 
△ ３ 

４ 
２８ 
△ ７ 

― 
８９ 

１１８ 
７９ 

― 
３３７ 

２６ 
△ ２９ 

△ ３８６ 
６ 

△ ５ 
７ 

  

△ １,１２７ 
１,９９０ 

４５ 
２ 

２ 
５６ 
△ ３４ 

０ 
１７７ 

３３３ 
７７ 

△６ 
６９８ 

△ ２６ 
２４ 

△ １,０３７ 
△ ６１ 

△ ５ 
△ １ 

 

 
 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

小              計 ７２７  ７６８  １,１０７  
 利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 
利 息 の 支 払 額 

法 人 税 等 の 支 払 額 

 
 

 

２ 
△ ８３ 

△ ３２ 

 ３ 
△ ９０ 

△ ６０ 

 ６ 
△ １７９ 

△ ７７ 

 
 

 営業活動によるキャッシュ・フロー ６１３  ６２１  ８５６  
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

 定 期 預 金 預 入 に よ る 支 出 
定 期 預 金 払 戻 し に よ る 収 入 

リ ー ス 用 資 産 取 得 に よ る 支 出 
社 用 資 産 の 購 入 

投 資 有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 
そ の 他 投 資 等 の 減 少 額 

 △ ７００ 
９７４ 

△ ６０４ 
△ ６ 

△ １ 
３２ 

 △ １,０９２ 
９３４ 

△ １,３０７ 
△ ２９ 

△ ０ 
３ 

 △ ９８１ 
９３７ 

△ ２,４０１ 
△ ６１ 

△ ０ 
８ 

 
 

 
 

 
 

 投資活動によるキャッシュ・フロー △ ３０５  △ １,４９１  △ ２,４９９  

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       
 短 期 借 入 金 の 増 減 額 ( 純 額 ) 

長 期 借 入 れ に よ る 収 入 
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 
自己株式の売却による収入（純額） 

配 当 金 の 支 払 額 
少 数 株 主 へ の 配 当 金 の 支 払 額 

 △ ２５０ 

４０５ 
△ １，０１９ 
△ ０ 

△ ３ 
△ ２ 

 ― 

１,２５０ 
△ ９７１ 
０ 

△ １２３ 
△ ３ 

 ３００ 

１,５５０ 
△ ２,１０２ 
△ ０ 

△ １３６ 
△ ７ 

 

 
 
 

 
 

 財務活動によるキャッシュ・フロー  △ ８６９  １５２   △ ３９７  

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  △ １４  ３  １６  

Ⅴ 現金及び現金同等物の増(減)額  △ ５７６  △ ７１４  △ ２,０２２  

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  １，８９２  ３，８４６  ３,８４６  

Ⅶ 新規連結子会社の現金及び現金同等物の期首残高 ―  ―  ６８  

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高  １，３１６  ３，１３１  １,８９２  
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７．中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
（１）連結の範囲に関する事項 
 連結子会社 ４社 日本キャビネット株式会社 

 東海ハウス株式会社 
 福州榕東活動房有限公司（中華人民共和国福州市） 

 北京榕東活動房有限公司（中華人民共和国北京市） 
 非連結子会社 ４社 福州榕東非金属鉱産品有限公司（中華人民共和国福州市） 

 西安榕東活動房有限公司（中華人民共和国西安市） 
 州榕東活動房有限公司（中華人民共和国 州市） 
 上海榕東活動房有限公司（中華人民共和国上海市） 

 （連結の範囲から除いた理由） 
非連結子会社の総資産、売上高、中間純損益及び利益剰余金等はいずれも小規模であり、全体としても中

間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしておりません。 
 

（２）持分法の適用に関する事項 
非連結子会社については中間連結純損益及び中間連結利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ全体とし

ても重要性がないため、これらの会社に対する投資勘定については持分法を適用せず原価法により評価してお
ります。 

なお、関連会社はありません。 
 

（３）連結子会社の中間決算日等に関する事項 
連結子会社のうち、福州榕東活動房有限公司及び北京榕東活動房有限公司の中間決算日は６月３０日でありま

す。 
中間連結財務諸表の作成にあたっては同日現在の中間財務諸表を使用し、中間連結決算日との間に生じた重要
な取引については、連結上必要な調整を行っております。 

 
（４）会計処理基準に関する事項 

１）重要な資産の評価基準及び評価方法 
①たな卸資産 ― 主要資材は総平均法による原価法によっております。 

  未成工事支出金は個別原価法によっております。 
  その他のたな卸資産は最終仕入原価法によっております。 

②有価証券 
その他有価証券 

時価のあるもの…中間決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。 
（評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定してお

ります。） 
時価のないもの…移動平均法による原価法によっております。 

 
２）重要な減価償却資産の減価償却の方法 
有形固定資産 

リース用資産…定額法によっております。 
なお、リース用資産のうち仮設建物及びユニットハウスの耐用年数については、従来、法

人税法の規定に従い、一律７年を用いておりましたが、当中間連結会計期間から構造・材
質に応じて７年～１６年に変更しました。 

この変更により、当中間連結会計期間の減価償却費は２７４百万円少なく計上されており、
経常利益及び税金等調整前中間純利益は同額多く計上されております。 

この変更は当期から実施している事業戦略の見直しの一環として、受注価格に重要な影響
を及ぼす諸リース原価項目を見直すなかで決定されたものであり、ここ数年間のモデルチ

ェンジ等に伴う仮設建物及びユニットハウスの耐久性の著しい向上を反映したものであ
ります。 

社用資産 
建 物 …… 国内の連結会社については法人税法に規定する方法による定額法によっており、中華

人民共和国所在の連結会社については同国の外商投資企業会計制度に規定する定額法
によっております。 

 

建物以外の …… 国内の連結会社については法人税法に規定する方法による定率法によっており、中華
社用資産  人民共和国所在の連結会社については同国の外商投資企業会計制度に規定する定額法

        によっております。 
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無形固定資産 
法人税法に規定する方法による定額法を採用しております。 
ただし、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間(５年以内)に基づく定額法によっ

ております。 
 

３）重要な引当金の計上基準 
①貸倒引当金 

中間期末現在に有する債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については主に貸倒実績率により、貸
倒懸念債権等の個別債権については回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 
②賞与引当金 

従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 
 

③退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当

中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 
なお、会計基準変更時差異（４０６百万円）については、１５年による按分額を費用処理しております。 
数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（５年）に基づく定

率法によりそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理することとしております。 
 

４）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 
外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。 
なお、在外子会社等の資産・負債・損益及び費用は中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額

は資本の部における為替換算調整勘定に含めております。 
 

５）重要なリース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 

６）消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

（５）中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引出し可能な預金

及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３か月以内に償還
期限の到来する短期投資からなっております。 

 
 

（追 加 情 報） 
 （自己株式及び法定準備金取崩等会計） 

当中間連結会計期間から「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）を適用
しております。これによる当中間連結会計期間の損益に与える影響は軽微であります。 

なお、中間連結財務諸表規則の改正により、当中間連結会計期間における中間連結貸借対照表の資本の部及び中
間連結剰余金計算書については、改正後の中間連結財務諸表規則により作成しております。  
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注 記 事 項 
 （中間連結貸借対照表関係） 

当中間連結会計期間末 

（平成 14 年 9 月 30 日現在） 

前中間連結会計期間末 

（平成 13 年 9 月 30 日現在） 

前連結会計年度 

（平成 14 年 3 月 31 日現在） 

※1．有形固定資産の減価償却累計額 

 11,872 百万円 
 
※2．担保資産及び担保付債務 

（帳簿価額） 
建 物 3,259 百万円 

土 地 4,057 百万円 
投資有価証券 178 百万円 

計 7,494 百万円 
 

（担保されている債務） 
社 債 3,600 百万円 

長 期 借 入 金 2,073 百万円 
短 期 借 入 金 1,602 百万円 

計 7,276 百万円 
 

3．受取手形裏書譲渡高は374 百万円
であります。 
受取手形割引高は 64 百万円であ

ります。 

※1．有形固定資産の減価償却累計額 

 10,339 百万円 
 
※2．担保資産及び担保付債務 

（帳簿価額） 
建 物 3,399百万円 

土 地 3,929百万円 
投資有価証券 87 百万円 

計 7,417 百万円 
 

（担保されている債務） 
社 債 3,600百万円 

長 期 借 入 金 3,181百万円 
短 期 借 入 金 734 百万円 

計 7,515 百万円 
 

3．受取手形裏書譲渡高は453 百万円
であります。 
受取手形割引高は 81 百万円であ

ります。 
 

※4．中間連結会計期間末日満期手形の
処理 

中間連結会計期間末日満期手形
は手形交換日をもって決済処理

しております。従って、当中間
連結会計期間末日は、金融機関

の休日のため、受取手形78 百万
円、受取手形裏書譲渡高35 百万

円、割引手形14 百万円を、10 月
1 日に決済処理しております。 

※1．有形固定資産の減価償却累計額 

 11,294 百万円 
 
※2．担保資産及び担保付債務 

（帳簿価額） 
建 物 3,341 百万円 

土 地 4,057 百万円 
投資有価証券 168 百万円 

計 7,567 百万円 
 

（担保されている債務） 
社 債 3,600 百万円 

長 期 借 入 金 2,405 百万円 
短 期 借 入 金 1,723 百万円 

計 7,729 百万円 
 

3．受取手形裏書譲渡高は618 百万円
であります。 
受取手形割引高は 106 百万円であ

ります。 
 

※4．連結会計期間末日満期手形の処理 
 

連結会計期間末日満期手形は手形
交換日をもって決済処理しており

ます。従って、当連結会計期間末
日は、金融機関の休日のため、受

取手形 33 百万円、受取手形裏書譲
渡高 37 百万円、割引手形 22 百万

円を、4 月 1 日に決済処理してお
ります。 
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   （中間連結損益計算書関係） 

 
 

 

当中間連結会計期間 
自 平成 14 年 4 月 1 日 

至 平成 14 年 9 月 30 日 

 
 

 

 
 

 

前中間連結会計期間 
自 平成 13 年 4 月 1 日 

至 平成 13 年 9 月 30 日 

 
 

 

 
 

 

前連結会計年度 
自 平成 13 年 4 月 1 日 

至 平成 14 年 3 月 31 日 

 
 

 

※1．販売費及び一般管理費のうち主要

な費目及び金額は次のとおりで
あります。 

 給料 575 百万円 

 賞与引当金繰入額 52 百万円 
 退職給付引当金 

 繰入額 44 百万円 
 地代家賃 134 百万円 

 
 

※2．固定資産除却損の主なものは、リ
ース用資産の除却によるもので

あります。 
 

 
 

3．税効果会計 
当中間連結会計期間における税
額計算については、固定資産圧縮

記帳積立金を利益処分により取
り崩したものとみなして計算し

ております。 

※1．販売費及び一般管理費のうち主要

な費目及び金額は次のとおりであ
ります。 

 給料 585 百万円 

 賞与引当金繰入額 64 百万円 
 退職給付引当金 

 繰入額 41 百万円 
 地代家賃 136 百万円 

 
 

※2．固定資産除却損の主なものは、リ
ース用資産の除却によるものであ

ります。 
 

 
 

3．税効果会計 
同左 

※1．販売費及び一般管理費のうち主要

な費目及び金額は次のとおりであ
ります。 

 給料 1,172 百万円 

 賞与引当金繰入額 60 百万円 
 退職給付引当金 

 繰入額 83 百万円 
 地代家賃 278 百万円 

 減価償却費 17 百万円 
 

※2．固定資産除却損の内容は次のとお
りであります。 

 リース用資産 35 百万円 
 その他 10 百万円 

 計 45 百万円 

 

 
（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
 

 
 
 

 
 

 
 

 
 

 

 
 

 

当中間連結会計期間 
自 平成 14 年 4 月 1 日 

至 平成 14 年 9 月 30 日 

 
 

 

 
 

 

当中間連結会計期間 
自 平成 13 年 4 月 1 日 

至 平成 13 年 9 月 30 日 

 
 

 

 
 

 

前連結会計年度 
自 平成 13 年 4 月 1 日 

至 平成 14 年 3 月 31 日 

 
 

 

現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている
科目の金額との関係 
 

（平成 14 年 9 月 30 日現在） 
現金及び預金勘定 2,008 百万円 

 
預入期間が３か月 

を超える定期預金 △691 百万円 
現金及び現金同等物 1,316 百万円 

現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている
科目の金額との関係 
 

（平成 13 年 9 月 30 日現在） 
現金及び預金勘定 4,218 百万円 

 
預入期間が３か月 

を超える定期預金 △1,086 百万円 
現金及び現金同等物 3,131 百万円 

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額と
の関係 
 

（平成 14 年 3 月 31 日現在） 
現金及び預金勘定 2,861 百万円 

 
預入期間が３か月 

を超える定期預金 △969 百万円 
現金及び現金同等物 1,892 百万円 
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（リース取引関係） 

当中間連結会計期間 
自 平成14年 4月 1日 

至 平成14年 9月30日 

前中間連結会計期間 
自 平成13年 4月 1日 

至 平成13年 9月30日 

前連結会計年度 
自 平成13年 4月 1日 

至 平成14年 3月31日 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引 
 

① リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額 
 機械装置 

 及び そ の 他 合 計 

 運 搬 具  

 百万円 百万円 百万円 

取 得 価 額 

相 当 額 89 205 295 
 
減価償却累 

計額相当額 34 123 157 
 
中 間 期 末 

残高相当額 55 82 137 
 

なお、取得価額相当額は、未経過リー
ス料中間期末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合が低いた
め、支払利子込み法により算定してお

ります。 
 
② 未経過リース料中間期末残高相当

額 
 １ 年 以 内 59百万円 

 １ 年 超 78百万円 
 計 137百万円 

なお、未経過リース料中間期末残高相
当額は、未経過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期末残高等に占
める割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 
 

③ 支払リース料及び減価償却費相当
額 

 支 払 リ ー ス 料 29百万円 
 減価償却費相当額 29百万円 
 

④ 減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価

額を零とする定額法によっておりま
す。 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引 
 

① リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び中間期末

残高相当額 
 機械装置 

 及び そ の 他 合 計 

 運 搬 具 

 百万円 百万円 百万円 

取 得 価 額 

相 当 額 75 199 275 
 
減価償却累 

計額相当額 20 81 102 
 
中 間 期 末 

残高相当額 54 117 172 
 

なお、取得価額相当額は、未経過リー
ス料中間期末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合が低いた
め、支払利子込み法により算定してお

ります。 
 
② 未経過リース料中間期末残高相当

額 
 １ 年 以 内 54百万円 

 １ 年 超 117百万円 
 計 172百万円 

なお、未経過リース料中間期末残高相
当額は、未経過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期末残高等に占
める割合が低いため、支払利子込み法

により算定しております。 
 

③ 支払リース料及び減価償却費相当
額 

 支 払 リ ー ス 料 28百万円 
 減価償却費相当額 28百万円 
 

④ 減価償却費相当額の算定方法 
同左 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引 
 

① リース物件の取得価額相当額、減
価償却累計額相当額及び期末残高

相当額 
 機械装置 

 及び そ の 他 合 計 

 運 搬 具 

 百万円 百万円 百万円 

取 得 価 額 

相 当 額 81 205 287 
 
減価償却累 

計額相当額 25 102 128 
 
期 末 

残高相当額 56 102 159 
 

なお、取得価額相当額は、未経過リー
ス料期末残高が有形固定資産の期末残

高等に占める割合が低いため、支払利
子込み法により算定しております。 

 
 
② 未経過リース料期末残高相当額 

 
 １ 年 以 内 57百万円 

 １ 年 超 101百万円 
 計 159百万円 

なお、未経過リース料期末残高相当額
は、未経過リース料期末残高が有形固

定資産の期末残高等に占める割合が低
いため、支払利子込み法により算定し

ております。 
 

③ 支払リース料及び減価償却費相当
額 

 支 払 リ ー ス 料 56百万円 
 減価償却費相当額 56百万円 
 

④ 減価償却費相当額の算定方法 
同左 
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８．セグメント情報 
（１） 事業の種類別セグメント情報 
当社の企業集団は仮設建物、ユニットハウス及びこれらに附随する什器備品類等のリース並びに販売とい

う単一の事業を営んでおり、事業の種類別セグメント情報は作成しておりません。 
 

  （２） 所在地別セグメント情報 
全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情

報の記載を省略しております。 
 

  （３） 海外売上高 

 海外売上高が、連結売上高の10％未満であるため、記載を省略しております。 
 

９．生産、受注及び販売の状況 
  （１）生産実績 

（単位：百万円） 

当 中 間 連 結 会 計 期 間 
自 平成14年 4月 1日 

至 平成14年 9月30日 
事 業 の 種 類 

金    額 前年同期比 

仮設建物部材等の製造 331  46.5 ％ 

合    計 331  46.5  

（注）１．上記金額は、主にリース用資産の製造高であります。 

２．記載金額には、消費税等は含まれておりません。 
３．前年同期に比べ製造高は著しく減少しておりますが、事業計画にもとづく新規製造の抑制によるもので

あります。 
 
  （２）受注状況 

（単位：百万円） 

期首契約残高 上半期中契約高 
上半期中 

契約実行高 
中間期末契約残高 

中間期末契約残高 

のうちリース期間 
未経過契約高 

期  別 

金  額 金  額 
前年

同期
比 

金  額 
前年

同期
比 

金  額 
前年

同期
比 

金    額 

当中間連結会計期間 
(平成14年9月30日) 

3,900 
(1,340) 

5,688 
％ 
78.8 
 
6,445 

％ 
89.9 
 

3,143 
(1,009) 

％ 
79.3 
 

2,133   

（注）１．（ ）内の数字は内数で、工事未着手の契約高であります。 

   ２．記載金額には、消費税等は含まれておりません。 
 

  （３）販売実績 
（単位：百万円） 

当 中 間 連 結 会 計 期 間 
自 平成14年 4月 1日 

至 平成14年 9月30日 

 
区    分 

金 額  構 成 比  前 年 同 期 比  

仮 設 建 物 部 門          
 

什 器 備 品 部 門          
 

ユニットハウス部門 

３，８８１ 
 

１，６７３ 
 

８９１ 

 ６０．２ 
 

２６．０ 
 

１３．８ 

％ ８７．５ 
 

９２．９ 
 

９５．３ 

％ 

合          計 ６，４４５  １００．０  ８９．９  

（注）１．仮設建物部門には、輸出売上４百万円が含まれております。なお、輸出先は中華人民共和国であります。 

２．記載金額には、消費税等は含まれておりません。 
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１０．有価証券関係 
 
 

（１）その他有価証券で時価のあるもの 
（単位：百万円） 

当中間連結会計期間末 
（平成 14 年 9 月 30 日） 

前中間連結会計期間末 
（平成 13 年 9 月 30 日） 

前連結会計年度 
（平成 14 年 3 月 31 日） 

区      分 
取得原価 

中間連結

貸借対照
表計上額 

差額 取得原価 
中間連結

貸借対照
表計上額 

差額 取得原価 
連結貸借

対照表 
計上額 

差額 

その他有価証券 

 
株      式 

 
 

376 340 △36 554 440 △113 375 339 △36 

合       計 376 340 △36 554 440 △113 375 339 △36 

（注）取得原価が著しく下落している銘柄については以下のとおり減損処理をしております。 
前中間連結会計期間末１１８百万円  前連結会計年度３３３百万円 
 
 

 
（２）時価評価されていない主な有価証券 

                                                                                （単位：百万円） 

当中間連結会計期間末 

（平成14年9月30日） 

前中間連結会計期間末 

（平成13年9月30日） 

前連結会計年度 

（平成14年3月31日） 区           分 

中間連結貸借対照表計上額 中間連結貸借対照表計上額 連結貸借対照表計上額 

その他有価証券 
非 上 場 株 式 

（店頭売買株式を除く） 

0 36 0 

合        計 0 36 0 

 
 

 

１１．デリバティブ取引の契約額、時価及び評価損益 
当中間連結会計期間 

自 平成14年 4月 1日 
至 平成14年 9月30日 

前中間連結会計期間 

自 平成13年 4月 1日 
至 平成13年 9月30日 

前連結会計年度 

自 平成13年 4月 1日 
至 平成14年 3月31日 

デリバティブ取引を全く利用してお

りませんので、該当事項はありませ
ん。 

同左 同左 

 


